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3.その他の危険性物質
現在、世の中には多数の化学物質があり、その数は約150万種ともいわれているが、
    その中で、工業薬品、農薬、試薬等のうち、毒性の強い物質（別表第１～別表第３）が毒物・劇物に指定されており、取扱う場合には「毒物及び劇物取締法」で様々な規制がされているので注意を要する。

      また、労働安全衛生法では、化学物質等の人体への有害性や発火性・爆発性等の性

質に関する事項は安全衛生管理上特に重要な情報であり、この情報が無いために災害

に至ったケースも多いことから、平成４年以来、化学物質等を製造する事業場には、

化学物質安全データシート（MSDS）を添付して販売するよう指針で示されていたが、

法改正がされ平成12年4月1日から、化学物質等の有害性等の通知制度が施行され、

化学物質安全データシート（MSDS）の添付が義務化された。義務を負うのはメーカー

とユーザーであり、ユーザーは労働者に対して周知しなければならなくなった。

      また、平成13年には経済産業省・環境省より化学物質管理促進法（PRTR法）で指

定化学物質（第一種指定化学物質、第二種指定化学物質）や指定化学物質を含む製品

を譲渡又は提供する際、相手方に対して当該化学物質の性状及び取り扱いに関する情

報を事前に提供することが義務付けられ、平成13年1月に施行されている。

一方、労働安全衛生法では有機溶剤中毒を予防するために「有機溶剤中毒予防規則」

が、化学物質による障害を予防するために｢特定化学物質等障害予防規則｣が定められ
ており、それぞれ別表３－４～７示す化学物質が指定されている。
このように、化学物質を取扱う場合には、色々な法律で取扱者の安全を守るための
規制がなされているので取扱う物質の法的規制や基礎知識を十分に理解してから取扱

    うことが重要である。

      ここでは、事業所等で多く使用されている物質の中から消防法、労働安全衛生法お

よび毒物及び劇物取締法等の各法で規制されているベンゼンの化学物質安全データシ

ート（MSDS）の例を紹介する。（表３―15）

表３－15　ベンゼンの化学物質安全シート(MSDS)例
	製品名　　ベンゼン

	<物質の特定 > 

化学名           ： ベンゼン   （別名：ベンゾール） 

含有量           ： 99％以上 

化学式及び構造式 ： Ｃ6Ｈ6 

官報公示整理番号 ： 化審法・安衛法（３）－１ 

ＣＡＳ　No.      ： 71－43－２ 

国連分類         ： クラス３（引火性液体　P.G.2）　国連番号：1114

	<危険・有害性の分類> 

分類の名称       ： 引火性液体、急性毒性物質、その他の有害性物質 

危険性           ： 非常に揮発性が高く、かつ引火性の高い液体であり、空気との爆発性

                    混合物を生成し易い。 

有害性           ： 蒸気を吸入したとき中枢神経へ影響を与えることがある。 

                 ： 皮膚からも吸収され有害作用を及ぼすことがある。 

                 ： 長期間の接触では、造血組織、肝臓、免疫系への影響が起こりえる。 

                 ： 発ガン性物質である。 

環境影響         ： 生分解性良好

	<応急措置 > 

眼に入った場合   ：少なくとも15分間水で洗眼した後、直ちに医師の手当を受ける。
                   コンタクトレンズを使用している場合は固着していない限り、取り除

                　   いて洗浄する。 

                　 ：洗眼の際まぶたを指でよく開いて、眼球、まぶたの隅々まで水がよ

                     く行き渡るように洗浄する。 

皮膚に付着した場合 ：汚染された衣服、靴などは速やかに脱ぎ捨てる。 

                   ：その後、多量の水又は石けん水で充分に洗い流す。 

吸入した場合       ：被害者を直ちに空気の新鮮な場所に移動させ保温して安静に努める。 

                   ：呼吸停止の場合及び呼吸が弱い場合は、呼吸気道を確保した上で人

                     工呼吸を行う。 

                   ：意識はないが呼吸している場合、又は意識があるが呼吸困難な場合

                     は酸素吸入が有効である。医師の指導の下に行うことが望ましい。 

                   ：医師の指示なしに酸素以外の施薬をしたり、被害者に口からものを

                     与えてはならない。直ちに医師の手当てを受ける。 

飲み込んだ場合     ：無理に吐かせようとせず、直ちに医師の手当てを受ける。

	<火災時の措置>

－消火方法－
     (1) 周辺火災の場合
　     ・移動可能な容器を速やかに安全な場所へ移す。
　     ・移動不可能な場合は容器や容器周辺の設備などに散水し冷却する。
     (2) 着火した場合
     　・火災発生場所の周辺に関係者以外の立ち入りを禁止する。
     　・火元への燃料源を断ち、消火剤を使用して消火する。
     　・消火作業には自給式呼吸器、防火服、防災面等の保護具を着用する。
－消火剤－
    エアフォーム、粉末、二酸化炭素が有効である。

	<漏出時の措置> 

    1.付近の着火源となりそうなものを速やかに取り除く。 

    2.風下の人を退避させ、漏出場所の周辺から人を遠ざける。この際、ロープを張るな

      どして関係者以外の立入り禁止する。 

    3.適切な保護具（有機ガス用防毒マスク、ゴーグル型保護眼鏡、耐薬品性手袋等）を

      着用し、風上から作業を行う。 

    4.少量の場合、土、砂等に吸収させ密封できる容器に回収する。 

    5.大量の場合、盛り土で囲って流出を防止し、安全な場所に導いてから回収する。
      この際、液体が下水、河川、低所等に流れ込まれないように注意する。 

    6.水上に流出した場合は、風下の船舶を退避させて漏出周辺から遠ざけ、適切な吸収

      材を使用するか、或いは、スキミングにより回収する。ゲル化剤により固化回収し

      てもよい。

	<取扱い及び保管上の注意> 

－取扱い－ 

    1.取扱い中は、できるだけ皮膚に触れないようにし、必要に応じて適切な保護具を着

      用する。
    2.取扱い中は、蒸気の発散を出来るだけ抑え、作業環境を許容濃度以下に保つ。
    3.取扱い中は、できるだけ風上から作業し、暴露防止に充分注意する。
    4.取扱い後は、手洗いを充分に行う。
    5.取扱い場所では、火気、火花、アークを発する物又は高温点火源を使用しない。
    6.強酸化剤との接触を避ける。
    7.洩れ、溢れ、飛散しない様にし、みだりに蒸気を発生させない。
    8.容器は使用中以外は密栓をしておく。
    9.タンクに入れる場合は、静電気による爆発を予防するため、導電性ホースを用い、

      ホース及び容器を接地する。
    10.容器は、破損、腐食、割れ等がない物を使用する。
    11.容器は、みだりに転倒させ、落下させ、衝撃を加え、又は引きずる等の粗暴な取扱

       いをしない。 

－保管－ 

    1.直射日光を避け、通風の良い、冷暗所に保管する。
    2.保管場所は火気厳禁とする。
    3.酸化性物質、有機過酸化物と同一の場所で保管しない。
    4.容器は一定の場所を定め保管する。使用済み容器についても一定の場所を定め集積

      する。

	<暴露防止措置> 

－管理濃度－
        10ppm（'95、労働省告示（第26号）の管理濃度） 

－許容濃度－ 

      (1) 日本産業衛生学会（'98年度版）
                  過剰発がん生涯リスクレベル　 　評価値
　                    10-3                       　1ppm 

　                    10-4                       0.1ppm 

　
      (2) ＡＣＧＩＨ勧告値（'98年度版）
　                TLV-TWA　　0.5ppm（1.6mg/m3）皮膚吸収あり
　                TVL-STEL 　2.5ppm（8mg/m3）
　　
      (3) ＯＳＨＡ曝露限界：
　              　TWA　　　　　　　　　 1ppm

　　              STEL　　　　　　　　　5ppm

　　              アクションレベル　　0.5ppm

　　               (健康診断規定発動レベル） 

－設備対策－
      (1) 取扱い場所で使用する機器類は全て接地する。
      (2) 取扱い場所で、使用する電気機器は、防爆構造とし裸電灯等は使用しない。
      (3) 密閉型装置にするか、又は局所排気装置を設置する。
      (4) 取扱い場所の近くに緊急用洗眼器及び安全シャワーを設置し、その位置を、明

          瞭に表示する。 

－保護具－
      保護眼鏡または防災面、耐薬品性（不浸透性）手袋、耐薬品性長靴、前掛（静電気

      防止対策用）を着用する。 

－その他の衛生上の予防措置－
    次の事項を確実に行う。 

      (1) 床材の不浸透性化。
      (2) 局所排気装置排気筒出口に除害装置の設置。
      (3) 不浸透性の保護衣・保護手袋・保護長靴の準備、使用方法の指示。
      (4) 作業場内設備完備の確認、非常時退避用器具の常設、保護具使用の指導。
      (5) 作業場内における作業方法の決定、周知、作業指揮の確立。
      (6) 取扱いに関する注意事項の教育。
      (7) 漏洩防止に必要な作業規定の設定、それにもとづく作業の徹底。
      (8) 関係者以外の作業場内立入禁止。
      (9) 作業場内での喫煙、飲食の禁止。
      (10) 作業場内ベンゼン濃度の定期測定と問題箇所の改善。
      (11) 作業員に対する定期的特殊健康診断の実施。



	<物理／化学的性質> 

      外観     ： 無色透明な液体 

      臭気     ： 芳香を有する 

      比重     ： 0.8765（20/4℃） 

      沸点     ： 80.1℃（1.013×102kPa）（760mmHg） 

      凝固点   ： 5.5℃ 

      蒸気比重 ： 2.73（空気＝１） 

      蒸気圧   ： 6.070kPa(45.53mmHg）/10℃、12.69kPa(95.18mmHg）/25℃、
                  24.37kPa（182.8mmHg）/40℃ 

      屈折率   ： 1.5011（ｎD20） 

      表面張力 ： 2.89×10-4N/cm（28.9dyne/cm（20℃）） 

      蒸発潜熱 ： 3.93×10２J/g（93.9cal/g） 

      ヘンリー定数 ： 5.57×10２kPa･m/mol（5.5×10atm･m/mol） 

      溶解性   ： 水に1,000mg/l（25℃）、アルコール、エーテル、アセトンとは自由に

                   混合する。 

      分配係数 ： log Pow = 2.13　、2.11

	<危険性情報（安定性・反応性）> 

      引火点(closed cup) ： －11.0℃(密閉） 

      発火点             ： 562.2℃ 

      燃焼熱             ： 4.05×104J/g（9,670cal/g） 

      空気中の爆発限界   ： 下限1.3vol％　　上限7.1vol％ 

      安定性・反応性     ： 通常の取扱い及び保管条件では安定である。 

                         ： 強酸化剤、濃硫酸+濃硝酸、酸素、オゾン、溶融硫黄等と激

                            しく反応する。 

                         ： 一部のゴム、合成樹脂を溶解する。 

                         ： 熱分解により有毒ガス（CO等）を発生する。

	<有害性情報> 

     (1)ヒトへの影響　　：　ベンゼンの高濃度作業によって再生不良性貧血に導く骨髄

          機能の低下が報告されている。
     (2)急性毒性：
            経口 ラット ＬＤ50          3,400 mg/kg 
            経口 ラット（♂） ＬＤ50 5,600 mg/kg 
            経口 マウス ＬＤ50          4,700 mg/kg 
            経口 イヌ   ＬＤ50        2,000 mg/kg 
            腹腔 ウサギ ＬＤ50 　      340 mg/kg 
            腹腔 ラット（♂） ＬＤ50 2,940 mg/kg 
            吸入 ラット（♀） ＬＣ50 13,700 ppm/4 hr  

     (3) 亜急性毒性及び慢性毒性
        1.ラットの187日間反復投与において、１mg/kg/日では作用はなく、10mg/kg/日

          では軽い白血球減少症、100mg/kg/日では白血球減少症と赤血球減少症が見られ

          た。
        2.ラットに400ppm（1,278mg/m３）の濃度で日に７時間、14週間暴露すると白血

          球減少症が現れた。
        3.マウスに100または300ppm（320または958mg/m3）で生涯暴露すると貧血、白

          血球減少症、好中性白血球症が現れた。

        4.ラットに0.6g/kgを日に４時間、４ヶ月間経皮的に接触させると、骨髄での形

          質球増加、赤血球造血機能の破壊が見られた。 

     (4) 変異原性：
　　　　IARC MONOGRAPHS SUPPLEMENT 6における変異原性試験結果の評価はベンゼンは試

        験法により陽性及び陰性の結果を示している。
　　　　主な試験結果は下記の通りである。
        1.サルモネラ菌（Ａｍｅｓ試験）に対しては変異原性を示さない。 

        2.マウスの骨髄細胞に染色体異常、小核異常、姉妹染色分体交換を誘発する。 

        3.ショウジョウバエにおいて体細胞変異試験、精原細胞染色体交差試験で弱い陽

          性を示す。 

     (5) 催奇形性：
　　    Oak Ridge National Laboratoryがまとめた「Toxicological profile for Benzene」

によれば多くの動物におけるベンゼンの発育／母体毒性に関する報告があるが、それらの中で催奇形性を示す報告はないとしている。
     (6) 代謝・排泄：
        1.ベンゼンは主として肝臓で酸化酵素群により代謝され、フェノールが主代謝物

          となる。フェノールの代謝が更に進むと、di或いはtriヒドロキシベン          ゼン、更にはキノン類が生成する。フェノール等ヒドロキシベンゼンの一部は

          グルクロン酸結合体や硫酸エステルを生成し、尿中に排泄される。
        2.代謝生成物の細胞巨大分子との結合が毒性メカニズムに関連すると考えられい

る。
        3.開環構造の代謝物は少ないが、マウスの実験で、ベンゼンが血液毒素として知

          られるｔ－ムコンアルデヒドに変化することが確認されている。
　   (7) 発がん性：
　　　　　ベンゼンの疫学研究では、ベンゼン暴露と骨髄性白血病の因果関係を立証して

          いる。
        1.ＩＡＲＣモノグラフによれば、グループ１「ヒトに発がん性あり」に分類され

          ている。 

        2.ＮＴＰのCarcinogensの年報によれば、「発がん性既知」に分類されている。 

        3.ACGIHでは、A１「Confirmed Human Carcinogen」に分類されている。 

        4.日本産業衛生学会では、第１群「ヒトに対して発がん性がある」に分類されて

          いる。

	<環境影響情報>

      (1) 生分解性   ：化審法の既存化学物質の安全性点検では生分解性は良好であると

　　　　　　　　　　　 報告されている。
      (2) 生物濃縮性 ：log BCF＝1.10
      (3) 生態毒性   ：藻類   セレナストラム EC50（72hr）=29mg/ｌ (増殖阻害） 

                       甲殻類 オオミジンコ EC50（24hr）=18mg/ｌ （遊泳阻害） 

                       魚類   ニジマス LC50（96hr）=5.3mg/ｌ  

                               グッピー LC50（96hr）=28.6mg/ｌ  

                               ファットヘッドミノー LC50（96hr）=12.6mg/ｌ

	<廃棄上の注意> 

   1.廃棄は焼却によって行い、その方法は以下による。　 

     (1) ケイソウ土等に吸収させて開放型の焼却炉で焼却する。 

     (2) 焼却炉の火室へ噴霧し焼却する。 

   2.空容器を廃棄するときは、内容物を除去した後に処分する。

	<輸送上の注意> 

   1.車両等によって運搬する場合は、荷送人は運送人に運送注意書（イエローカード）を

     渡す。 

   2.取扱い及び保管上の注意の項の記載による他、引火性の強い、有害性液体に関する一

     般的な注意による。 

   3.タンク車（ローリー）等への充填・積み下ろし時は、車体を停止し、車体止めを施す。 

   4.ホースを用いて注入作業を行う時は、ホースの結合部を確実に締付け、又は結合した

     ことを確認した後に行う。 

   5.ホースの脱着時は、ホース内の残留ベンゼンの処理を完全に行う。 

   6.ローリー、運搬船には所定の標識板、消火設備、災害防止用応急資材を備える。



	<適用法令> 

労働安全衛生法   

　  施行令別表第１ ： 危険物（引火性のもの） 

　  法57条        ： 名称等を表示すべき有害物質 

　  特化則         ： 特定第２類および特別管理物質 

    消防法          ： 法別表危険物　第４類第１石油類　非水溶性（指定数量　200ｌ） 

    高圧ガス保安法  ： 一般則第２条　可燃性ガス、毒性ガス 

    船舶安全法   

　  危規則第３条  　： 中引火点引火性液体（クラス3.2） 

    航空法          ： 施行規則第194条危険物告示別表第３引火性液体 

    海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律 

                    ： 令別表第１　　　Ｃ類物質（有害液体物質） 

                       令別表第１の３　（引火性物質） 

    大気汚染防止法  ： 有害大気汚染物質（指定物質）
                       法第17条特定物質、令第10条記載の物質 

    水質汚濁防止法  ： 法第２条、令第２条に記載の物質 

                       令別表１　特定施設


文献
１．製品安全データシート、石油化学工業協会(JPCA)ホームページ
（注）

   １．本データシートは参考事例であり、データを使用した結果についての責任は、負い

     かねます。データ内容については各自各種情報源でご確認ください。

別表３－１  毒物及び劇物取締法での「毒物」一覧表（法第２条関係）
	（別表第一） 

	
	品  目

	1
	エチルパラニトロフエニルチオノベンゼンホスホネイト（別名ＥＰＮ） 

	2
	黄燐 

	3
	オクタクロルテトラヒドロメタノフタラン 

	4
	オクタメチルピロホスホルアミド（別名シユラーダン） 

	5
	クラーレ 

	6
	４アルキル鉛 

	7
	７シアン化水素 

	8
	シアン化ナトリウム 

	9
	ジエチルパラニトロフエニルチオホスフエイト（別名パラチオン） 

	10
	ジニトロクレゾール 

	11
	２・４－ジニトロ－６－（１－メチルプロピル）－フエノール 

	12
	ジメチルエチルメルカプトエチルチオホスフエイト（別名メチルジメトン） 

	13
	ジメチル－（ジエチルアミド－１－クロルクロトニル）－ホスフエイト 

	14
	ジメチルパラニトロフエニルチオホスフエイト（別名メチルパラチオン） 

	15
	水銀 

	16
	セレン 

	17
	チオセミカルバジド 

	18
	テトラエチルピロホスフエイト（別名ＴＥＰＰ） 

	19
	ニコチン 

	20
	ニツケルカルボニル 

	21
	砒素 

	22
	弗化水素 

	23
	ヘキサクロルエポキシオクタヒドロエンドエンドジメタノナフタリン 

         （別名エンドリン） 

	24
	ヘキサクロルヘキサヒドロメタノベンゾジオキサチエピンオキサイド 

	25
	モノフルオール酢酸 

	26
	モノフルオール酢産アミド 

	27
	硫化燐 

	28
	前各号に掲げる物のほか、前各号に掲げる物を含有する製剤その他の毒性を有する

物であつて政令で定めるもの 


別表３－２  毒物及び劇物取締法での「劇物」一覧表（法第２条関係）

	（別表第二） 

	
	品  目

	1
	アクリルニトリル 

	2
	アクロレイン 

	3
	アニリン 

	4
	アンモニア 

	5
	２－イソプロピル－４－メチルピリミジル－６－ジエチルチオホスフエイト             （別名ダイアジノン） 

	6
	エチル－Ｎ－（ジエチルジチオホスホリールアセチル）－Ｎ－メチルカルバメート 

	7
	エチレンクロルヒドリン 

	8
	塩化水素 

	9
	塩化第一水銀 

	10
	過酸化水素 

	11
	過酸化ナトリウム 

	12
	過酸化尿素 

	13
	カリウム 

	14
	カリウムナトリウム合金 

	15
	クレゾール 

	16
	クロルエチル 

	17
	クロルスルホン酸 

	18
	クロルピクリン 

	19
	クロルメチル 

	20
	クロロホルム 

	21
	硅弗化水素酸 

	22
	シアン酸ナトリウム 

	23
	ジエチル－４－クロルフエニルメルカプトメチルジチオホスフエイト 

	24
	ジエチル－（２・４－ジクロルフエニル）－チオホスフエイト 

	25
	ジエチル－２・５－ジクロルフエニルメルカプトメチルジチオホスフエイト 

	26
	四塩化炭素 

	27
	シクロヘキシミド 

	28
	ジクロル酢酸 

	29
	ジクロルブチン 

	30
	２・３－ジ－（ジエチルジチオホスホロ）－パラジオキサン 

	31
	２・４－ジニトロ－６－ジクロヘキシルフエノール 

	32
	２・４－ジニトロ－６－（１－メチルプロピル）－フエニルアセテート 

	33
	２・４－ジニトロ－６－メチルプロピルフエノールジメチルアクリレート 

	34
	２・’２－ジピリジリウム－１・’１－エチレンジブロミド 

	35
	１・２－ジブロムエタン（別名ＥＤＢ） 

	36
	ジブロムクロルプロパン（別名ＤＢＣＰ） 

	37
	３・５－ジブロム－４－ヒドロキシ－’４－ニトロアゾベンゼン 

	38
	ジメチルエチルスルフイニルイソプロピルチオホスフエイト 

	39
	ジメチルエチルメルカプトエチルジチオホスフエイト（別名チオメトン） 

	40
	ジメチル－２・２－ジクロルビニルホスフエイト（別名ＤＤＶＰ） 

	41
	ジメチルフチオホスホリルフエニル酢酸エチル 

	42
	ジメチルジブロムジクロルエチルホスフエイト 

	43
	ジメチルフタリルイミドメチルジチオホスフエイト 

	44
	ジメチルメチルカルバミルエチルチオエチルオホスフエイト 

	45
	ジメチル－（Ｎ－メチルカルバミルメチル）－ジチオホスフエイト  

（別名ジメトエート） 

	46
	ジメチル－４－メチルメルカプト－３－メチルフエニルチオホスフエイト 

	47
	ジメチル硫酸 

	48
	重クロム酸 

	49
	蓚酸 

	50
	臭素 

	51
	硝酸 

	52
	硝酸タリウム 

	53
	水酸化カリウム 

	54
	水酸化ナトリウム 

	55
	スルホナール 

	56
	テトラエチルメチレンビスジチオホスフエイト 

	57
	トリエタノールアンモニウム－２・４－ジニトロ－６－（１－メチルプロピル）－

フエノラート 

	58
	トリクロル酢酸 

	59
	トリクロルヒドロキシエチルジメチルホスホネイト 

	60
	トリチオシクロヘプタジエン－３・４・６・７－テトラニトリル 

	61
	トルイジン 

	62
	ナトリウム 

	63
	ニトロベンゼン 

	64
	二硫化炭素 

	65
	発煙硫酸 

	66
	パラトルイレンジアミン 

	67
	パラフエニレンジアミン 

	68
	ピクリン酸。ただし、爆発薬を除く。 

	69
	ヒドロキシルアミン 

	70
	フエノール 

	71
	ブラストサイジンＳ 

	72
	ブロムエチル 

	73
	ブロム水素 

	74
	ブロムメチル 

	75
	ヘキサクロルエポキシオクタヒドロエンドエキソジメタノナフタリン （別名デイルドリン） 

	76
	１・２・３・４・５・６・－ヘキサクロルシクロヘキサン（別名リンデン） 

	77
	ヘキサクロルヘキサヒドロジメタノナフタリン（別名アルドリン） 

	78
	ベタナフトール 

	79
	１・４・５・６・７－ペンタクロル－３ａ・４・７・７ａ－テトラヒドロ－４・７

－（８・８－ジクロルメタノ）－インデン（別名ヘプタクロール） 

	80
	ペンタクロルフエノール（別名ＰＣＰ） 

	81
	ホルムアルデヒド 

	82
	無水クロム酸 

	83
	メタノール 

	84
	メチルスルホナール 

	85
	Ｎ－メチル－１－ナフチルカルバメート 

	86
	モノクロル酢酸 

	87
	沃化水素 

	88
	沃素 

	89
	硫酸 

	90
	硫酸タリウム 

	91
	燐化亜鉛 

	92
	ロダン酢酸エチル 

	93
	ロテノン 

	94
	前各号に掲げる物のほか、前各号に掲げる物を含有する製剤その他の劇性を有する

物であつて政令で定めるもの 


別表３－３  毒物及び劇物取締法での「特定毒物」一覧表（法第２条関係）

	（別表第三 ）

	
	品  目

	1
	オクタメチルピロホスホルアミド 

	2
	四アルキル鉛 

	3
	ジエチルパラニトロフエニルチオホスフエイト 

	4
	ジメチルエチルメルカプトエチルチオホスフエイト 

	5
	ジメチル－（ジエチルアミド－１－クロルクロトニル）－ホスフエイト 

	6
	ジメチルパラニトロフエニルチオホスフエイト 

	7
	テトラエチルピロホスフエイト 

	8
	モノフルオール酢酸 

	9
	モノフルオール酢酸アミド 

	10
	前各号に掲げる毒物のほか、前各号に掲げる物を含有する製剤その他の著しい毒性

を有する毒物であつて政令で定めるもの


別表３－４  ｢有機溶剤中毒予防規則｣で定める有機溶剤

	
	品　　　　目

	１
	アセトン

	２
	イソブチルアルコール

	３
	イソプロピルアルコール

	４
	イソペンチルアルコール（別名：イソアミルアルコール）

	５
	エチルエーテル

	６
	エチレングリコールモノエチルエーテル（別名：セロソルブ）

	７
	エチレングリコールモノエチルエーテルアセテート(別名：セロソルブアセテート)

	８
	エチレングリコールモノ－ノルマル－ブチルエーテル（別名：ブチルセロソルブ）

	９
	エチレングリコールモノメチルエーテル（別名：メチルセロソルブ）

	10
	オルト－ジクロルベンゼン

	11
	キシレン

	12
	クレゾール

	13
	クロルベンゼン

	14
	クロロホルム

	15
	酢酸イソブチル

	16
	酢酸イソプロピル

	17
	酢酸イソペンチル（別名：酢酸イソアミル）

	18
	酢酸エチル

	19
	酢酸ノルマル－ブチル

	20
	酢酸ノルマル－プロピル

	21
	酢酸ノルマル－ペンチル（別名：酢酸ノルマル－アミル）

	22
	酢酸メチル

	23
	四塩化炭素

	24
	シクロヘキサノール

	25
	シクロへキサン

	26
	1.4－ジオキサン

	27
	1.2－ジクロルエタン（別名：二塩化エチレン）

	28
	1.2－ジクロルエチレン（別名：二塩化アセチレン）

	29
	ジクロルメタン（別名：二塩化メチレン）

	30
	N.N－ジメチルホルムアミド

	31
	スチレン

	32
	1.1.2.2－テトラクロルエタン（別名：四塩化アセチレン）

	33
	テトラクロルエチレン（別名：パークロルエチレン）

	34
	テトラヒドロフラン

	35
	1.1.1－トリクロルエタン

	36
	トリクロルエチレン

	37
	トルエン

	38
	二硫化炭素

	39
	ノルマルへキサン

	40
	1－ブタノール

	41
	2－ブタノール

	42
	メタノール

	43
	メチルイソブチルケトン

	44
	メチルエチルケトン

	45
	メチルシクロヘキサノール

	46
	メチルシクロヘキサノン

	47
	メチル－ノルマル－ブチルケトン

	48
	ガソリン

	49
	コールタールナフサ（ソルベントナフサを含む）

	50
	石油エーテル

	51
	石油ナフサ

	52
	石油ベンジン

	53
	テレビン油

	54
	ミネラルスピリット（ミネラルシンナー、ペトロリウムスピリット、ホワイトスピリット及びミネラルターペンを含む）

	55
	前記に掲げる物質のみから成る混合物


①有機溶剤と有機溶剤以外の物との混合物で有機溶剤を重量の５％を超えて含有する
ものを｢有機溶剤含有物｣と言う。
②有機溶剤または有機溶剤含有物を｢有機溶剤等｣と言う。
③有機溶剤等のうち次に掲げる物を「第一種有機溶剤等」と言う。
a.　別表３－４の14、23、27、28、32、36または38に掲げる物

b.　aに掲げる物のみから成る混合物

c.　aに掲げる物と当該物以外の物との混合物でaに掲げる物を重量の５％以上を

超えて含有する物
④有機溶剤等のうち次に掲げる物を「第二種有機溶剤等」と言う。
a.　別表３－４の１から13まで、15から22まで、24から26まで、29から31ま
で、33から35まで、37、39から47までに掲げる物

b.　aに掲げる物のみから成る混合物

c.　aに掲げる物と当該物以外の物との混合物で、aに掲げる物または③のaに掲げ

る物を重量の５％を超えて含有する物（③のcに掲げるものを除く）

⑤有機溶剤等のうち第一種有機溶剤等および第二種有機溶剤等以外の物を「第三種有機溶剤等」と言う。
別表３－５  ｢特定化学物質等障害予防規則｣で定める第一類物質
	１
	ジクロルベンジジンおよびその塩

	２
	アルファ－ナフチルアミンおよびその塩

	３
	塩素化ビフェニル（別名：PCB）

	４
	オルト－トリジンおよびその塩

	５
	ジアニシジンおよびその塩

	６
	ベリリウムおよびその化合物

	７
	ベンゾトリクロリド

	８
	１から６までに掲げる物を重量の１％を超えて含有し、または７を重量の0.5％を

超えて含有する製剤その他の物（合金は、ベリリウムを重量の３％を超えて含有す
る物に限る）


別表３－６  ｢特定化学物質等障害予防規則｣で定める第二類物質

	１
	アクリルアミド

	２
	アクリロニトリル

	３
	アルキル水銀化合物（アルキル基がメチル基またはエチル基である物に限る）

	４
	石綿（アモサイトおよびクロシドライトを除く）

	５
	エチレンイミン

	5-2
	エチレンオキシド

	６
	塩化ビニル

	７
	塩素

	８
	オーラミン

	９
	 オルト－フタロジニトリル

	10
	カドミウム及びその化合物

	11
	クロム酸およびその塩

	12
	クロロメチルメチルエーテル

	13
	五酸化バナジウム

	14
	コールタール

	15
	三酸化砒素

	16
	シアン化カリウム

	17
	シアン化水素

	18
	シアン化ナトリウム

	19
	3.3－ジクロロ－4.4－ジアミノジフェニルメタン

	20
	臭化メチル

	21
	重クロム酸およびその塩

	22
	水銀およびその無機化合物（硫化水銀を除く）

	23
	トリレンジイソシアネート

	24
	ニッケルカルボニル

	25
	ニトログリコール

	26
	パラ－ジメチルアミノアゾベンゼン

	27
	パラ－ニトロクロルベンゼン

	28
	弗化水素

	29
	ベータ－プロピオラクトン

	30
	ベンゼン

	31
	ペンタクロルフェノール（別名：PCP）およびそのナトリウム塩

	32
	マゼンダ

	33
	マンガンおよびその化合物（塩基性酸化マンガンを除く）

	34
	沃化メチル

	35
	硫化水素

	36
	硫酸ジメチル

	37
	１から36までに掲げる物を含有する製剤その他の物で厚生労働省令で定める物


別表３－７  ｢特定化学物質等障害予防規則｣で定める第三類物質
	１
	アンモニア

	２
	一酸化炭素

	３
	塩化水素

	４
	硝酸

	５
	二酸化硫黄

	６
	フェノール

	７
	ホスゲン

	８
	ホルムアルデヒド

	９
	硫酸

	10
	１から９までに掲げる物を含有する製剤その他の物で、厚生労働省令で定める物


①「特定化学物質等」とは、第一類物質、第二類物質および第三類物質を言う。
②「特定化学物質等障害予防規則」には「特定第二類物質」、「オーラミン等」および
「管理第二類物質」の規定があるが、それらについては当該規則を参照されたい。
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